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本稿は，地方自治体の，特に市町村レベルに

おける地球温暖化対策（以下，温暖化対策）の

現状や問題点，それが発生する要因，今後の課

題を明らかにすることが目的である。具体的に

は，近畿地方の市町村に対するアンケート調査

をもとに，第一に，近年の市町村レベルでの取

り組みの動向，第二に，温暖化対策における市

民参加の現状について考察する。

日本における温暖化対策を前進させる上で，

地方自治体の役割は重要であり，今後，自治体

レベルでも温暖化対策を推進することが不可欠

である。例えば，現在，温暖化の原因となって
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地方自治体における温暖化対策の現状と課題
―近畿地方の市町村に対するアンケート調査に基づいて―

平岡　俊一＊

近年，わが国で温暖化対策に取り組む地方自治体が増えている。今後さらに，地方自治体レベルで

の温暖化対策を推進するためには，取り組みの現状や課題を把握することが重要である。本稿では，

近畿地方の市町村を対象にして実施したアンケート調査をもとに，市町村レベルにおける温暖化対策

の現状，課題について考察を行った。調査の結果からは，温暖化対策に関する条例や計画を策定する

などして，温暖化対策に取り組もうとしている市町村がここ数年急速に増えていることが明らかにな

った。しかし，多くの市町村では，実際に対策を実行するための基盤･体制の整備，実効性のある施策

の導入は思うように進んでいないことも明らかになった。そういった現状を踏まえると，今後取り組

みが求められる課題としては，国の温暖化対策における地方自治体の役割･責任等の位置づけを明確に

すること，行政内での全庁的な合意形成と推進体制を構築すること，市民参加型温暖化対策の仕組み

を構築すること，が挙げられる。

キーワード：温暖化対策，地方自治体，市民参加，合意形成

＊立命館大学大学院社会学研究科博士後期課程



いる温室効果ガスの排出源の中で大きな割合を

占め，かつ近年その排出量が大きな伸びを示し

ているのは民生（家庭･業務系）・運輸部門で

あるが１），これらの部門は，地域の市民生活や

事業活動などと密接に関係している。したがっ

てそれに関する対策については，市民や事業者

に身近な存在である地方自治体が，市民や事業

者等の参加のもと積極的に取り組みを実行する

ことが求められる。実際にも，まだ少数ではあ

るが，独自性ある温暖化対策を積極的に展開し，

成果を挙げつつあるような自治体の事例が見ら

れ（気候ネットワーク，2001；全日本自治団

体労働組合，2003），またそれらの先進事例が

国や他地域の対策に影響を及ぼし始めている

２）。さらに今後，国レベルの温暖化対策を大き

く転換させるような影響を地方自治体が及ぼす

ことも予想される３）。

本研究では，特に近年の地方自治体の取り組

みの動向，さらにその取り組みにおける市民参

加の状況に着目している。この２，３年間は，

日本の京都議定書批准と地球温暖化対策推進法

の改正（2002年）をはじめとして，温暖化問

題に関して国内外で大きな出来事が相次いだ時

期であった４）。そういった状況を受けて，地方

自治体での取り組みにどのような変化が見られ

るか検証する必要性は大きい。また温暖化問題

は，市民の日常生活から事業活動まで，実に幅

広い分野での社会経済活動に起因しており，対

策では多様な取り組みが必要不可欠である。よ

って，温暖化対策を行政だけで担っていくには

限界があり，市民，事業者をはじめとする多様

な主体の参加や協力を得る，いわゆる温暖化対

策への市民参加が必要である。具体的に，温暖

化対策において，どのような市民参加があるべ

きなのか，それぞれの主体がどのような役割を

果たすべきなのか，今後明らかにしていく必要

があるが，そのためには，まず，市民等に身近

である地方自治体の温暖化対策において，現時

点でどの程度市民参加が進められているか，検

証しておく必要性が大きい。これまで行われて

きた地方自治体の温暖化対策に関する調査や研

究では５），そういった視点からの検証が十分に

なされていない。本研究では，近年の市町村で

の温暖化対策の動向把握，対策への市民参加の

状況把握に重点を置いて実施したアンケート調

査をもとに，市町村レベルにおける温暖化対策

の現状と課題を明らかにする。

本研究でのアンケート調査は，筆者がその主

たる担当者となり，近畿地方の政令指定都市を

含んだ市町村を対象にして2002年９月に実施

した，特定非営利活動法人「気候ネットワーク」

の「地球温暖化防止に関する自治体アンケート

調査（第３次）」である。気候ネットワークで

は，先行研究としても挙げているが，COP3

（温暖化防止京都会議）開催後の1998年（第１

次）と1999年（第２次）の２度にわたり同様の

アンケート調査を実施している。本稿では，そ

れらの調査結果とも比較しながら考察する６）。

本稿の構成は，第１章で調査の方法について

述べ，以降，第２章で調査の結果とその分析に

ついて，第３章でそれをもとにした市町村にお

ける温暖化対策の現状と課題などの考察につい

て述べるものになっている。なお，今回は考察

の対象を市町村レベルでの対策に的を絞ってい

るが，都道府県レベルでの対策については，改

めて別の機会を設けることにしたい。

１．調査の方法

「地球温暖化防止に向けた自治体アンケート
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調査（第３次）」は，近年の温暖化対策の進捗

状況，対策への市民参加の状況などを中心に，

地方自治体レベルでの温暖化対策実施状況につ

いて把握することを目的に実施した。アンケー

トの構成は，主に各自治体での温暖化対策に関

する，条例･計画の策定状況，温室効果ガス排

出量の把握や削減目標の有無，それらに基づい

た具体的な対策の実施状況，一連の取り組みへ

の市民参加の状況，対策を進める上で抱えてい

る問題・課題，などについての質問が中心とな

っている。対象は，近畿地方の京都府とそれに

隣接する府県（滋賀県，奈良県，大阪府，兵庫

県）内の市町村273であり，調査票を各自治体

に郵送する形で実施した。回収数は 1 4 0

（51.2％）となっている。なお，第１次調査の

対象は近畿２府４県と福井県，三重県内の市町

村430で回収数は188（43.7％），第２次調査の

対象は京都府内の市町村 44 で回収数は 31

（70.4％）であった。

２．調査結果と分析

（１）回答市町村の基礎的データ

回答のあった市町村について，それぞれ府県

別，人口規模別に見ると表１の通りである。府

県別では，大阪府，京都府，兵庫県内の自治体

からは比較的多く回答を得たのに対し，滋賀県，

奈良県内の市町村からの回答は少なかった。人

口規模別では，中，大規模自治体から比較的多

くの回答を得ている。

（２）温暖化対策に関する条例･計画の策定状況

地方自治体における温暖化対策の基本的な枠

組みを示すのは，自治体の諸条例･計画等であ

る。具体的には，温暖化対策だけでなく環境対

策全般の総合的な基本的理念，目標，方向性，

手法などを示す環境基本条例と環境基本計画，

行政内での事業者としての温暖化対策を示す温

暖化防止実行計画，地域全体での温暖化対策を

示す温暖化防止地域推進計画をはじめとして，

その他，持続可能な地域づくりを目指した行動

計画であるローカルアジェンダ21，自然エネ

ルギーなどの導入･普及の計画である新エネル

ギービジョン，省エネルギーの推進･普及の計

画である省エネルギービジョン，などが地方自

治体の温暖化対策に関連する条例･計画として

挙げることができる。

回答のあった市町村のうち，温暖化対策に関

する何らかの条例･計画を持っていると答えた

自治体は８割（115市町村）を超えている。条

例･計画別の策定状況を見ると図１の通りであ

り，環境基本条例，環境基本計画，温暖化防止

実行計画の策定が比較的進んでいることが分か

る。その一方で，温暖化防止地域推進計画，ロ
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表１．都道府県別，人口規模別の回収状況

～3万人 3万～10万人 10万～30万人 30万人～ 計（回収率）

京 都 府 17 5 1 1 124（54.5％）

滋 賀 県 15 2 2 0 119（38.0％）

大 阪 府 3 15 10 5 133（75.0％）

奈 良 県 11 3 1 1 116（33.0％）

兵 庫 県 27 13 4 4 148（53.0％）

計（回収率） 73（41.0％） 38（66.7％） 18（72.0％） 11（84.6％） 140（51.2％）



ーカルアジェンダ21，新エネルギービジョン，

省エネルギービジョンの策定はあまり進んでい

ない。

以前の調査と比較すると，1998年当時，環

境基本計画，温暖化防止実行計画が策定済みの

市町村の割合は８％，３％であったことから，

近年，温暖化対策に関する条例･計画の策定が

各市町村で相次いで進められていることがうか

がえる。特に温暖化防止実行計画は，1998年

に制定された国の地球温暖化対策推進法で地方

自治体に策定が義務付けられたことから，それ

以降，策定が急速に進められたことがうかがえ

る。その他，環境基本条例は1997年以降に，

環境基本計画は1998年以降に策定されている

市町村が多い。これらについては，国が1993

年に環境基本法を，1994年に環境基本計画を

策定し，それに引き続き1990年代半ばに都道

府県，政令指定都市レベルで相次いで環境基本

条例，環境基本計画が策定されていった流れを

受け継いだものと一般的には捉えられている

（高橋，2000；松下，2002）。しかし，1997年

の日本でのCOP3開催と京都議定書の採択，そ

れ以降の日本社会での温暖化問題をはじめとす

る地球環境問題に対する関心の高まりも，市町

村レベルでそれらの条例･計画の策定数が増え

ていった要因として無視することはできないだ

ろう。

次に，それらの条例･計画の策定の際，どの

程度市民参加が図られているか聞いたところ，

図２のような結果になった。環境基本計画では，

実に策定済み･策定中の市町村の５割（23市町

村）が，その策定にあたり市民等が参加した策

定組織を設置している。逆に環境基本計画策定

にあたり全く市民参加を図っていない市町村は

僅か（２市町村）である。また，策定済み･策

定中の市町村は少ないものの，ローカルアジェ

ンダ21，新エネルギービジョン，省エネルギ

ービジョンの策定においても，市民参加が比較

的多く図られている。ちなみに，市民参加によ

る策定数が多い環境基本計画について，それが

策定された時期を見ると，そのほとんどが

2000年以降であった。条例･計画策定において

市民参加を図るという取り組みが本格的に実施

されるようになったのは，ごく最近のことであ
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図１．温暖化対策関連の条例･計画策定状況

（有効回答数…140）
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ることが分かる。これらの背景には，日本社会

における温暖化問題等への関心が高まりを見せ

たことの要因としても当てはまるが，COP3開

催以降の，環境NGOをはじめとする市民レベ

ルでの温暖化防止に関する取り組みの活発化７）

が大いに影響していると考えられる。

しかし，その一方で環境基本条例，温暖化防

止実行計画の策定においては市民参加があまり

図られていない。温暖化防止実行計画について

は，事業者としての行政内での温暖化対策の計

画であることから，市民参加がほとんど図られ

ていないことは致し方ないこととしても，自治

体における環境対策の最上位の条例に当たる環

境基本条例の策定において，市民参加が十分図

られていないことは問題視しなければならな

い。

（３）温室効果ガス等の排出量把握実施と排出

削減目標の有無

温暖化対策を推進していく上では，実際にど

の分野で，どの程度の温室効果ガスが排出され

ているのか，その現状を把握しておくことが不

可欠である。市町村レベルでの温室効果ガス等

の排出量把握の実施状況を見ると，行政の事業

範囲内における排出量を把握している市町村は

３割程度あるが，自治体の地域全体における排

出量を把握している市町村は１割に満たない。

さらに，その両方の排出量を把握している市町

村は２つにとどまる（図３参照）。行政事業範

囲内での排出量把握については，先述したよう

に市町村において温暖化防止実行計画の策定が

進んでおり，それに伴い把握を実施した市町村

も多いことが考えられる。一方で地域全体での

排出量把握が進んでいない要因としては，地域

全体での温暖化対策の枠組みである温暖化防止

地域推進計画の策定が進んでいないことが影響

していると考えられる。ちなみに，現在同計画

を既に策定している５つの市町村を見ると，そ

のうちの４市町村では地域全体での排出量把握

を実施している。
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図２．条例･計画策定時における市民参加の状況

（有効回答数…環境基本条例：44、環境基本計画：46、温暖化防止実行計画：82、温暖化防止地域推進計画：5、新エネルギー

ビジョン：14、省エネルギービジョン：4、その他：12）
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また，行政事業範囲内の排出量について，把

握をしている市町村の動向を見ると，各市町村

が設定している基準年の排出量よりも減少傾

向，あるいは微増（増加が２％以内）にとどま

っている市町村が，増加傾向を示している市町

村を上回っている。

温室効果ガス等の排出削減目標の有無につい

ては，こちらも，行政の事業範囲レベルでの目

標を持っている市町村は４割を超えるのに対し

て，地域全体レベルでの目標を持っている市町

村は１割にとどまる（図４参照）。また，両方

の目標を持っている市町村は４％（６市町村）

になる。これらについても排出量把握と同様の

要因が指摘できる。温暖化防止実行計画の策定

が市町村で進められているのに伴い，その計画

の中で行政事業範囲レベルでの排出削減目標を

設定する市町村が増えているのに対して，地域

全体での排出削減目標を持つ市町村が少ないの

は，温暖化防止地域推進計画の策定が進んでい

ないことが影響していると考えられる。同計画
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図３．温室効果ガス等の排出量把握について

（有効回答数…140）
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図４．温室効果ガス等の排出削減目標の有無

（有効回答数…140）
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を策定済みの市町村では全ての市町村が地域全

体での排出削減目標を持っている。

しかしそれでも，1998年当時何らかの排出

削減目標を持っていた市町村は６％程度であ

り，それと比較すると，ここ２，３年で排出削

減の目標を持つ市町村がかなり増加しているこ

とが分かる。

（４）温暖化対策の推進･進行管理体制の整備状況

条例･計画の策定などによって温暖化対策の

枠組みがつくり上げられれば，次の段階として，

その枠組みをもとに対策を実際に実施･推進し

ていくための体制を整備することが必要とな

る。今回の調査では，温暖化防止に関する条

例･計画を策定している市町村のうちの64％

（64市町村）はそれを推進するための何らかの

組織を設けていると回答している（組織の総数

は79組織）。しかし，その推進組織の設置状況

を条例･計画別に見てみると，温暖化防止実行

計画については64％の市町村が推進組織を設

置しているものの，環境基本条例，環境基本計

画，新エネルギービジョン等に関する推進組織

の設置状況は多くても３割程度にとどまってい

る８）。

また，推進組織に参加している主体構成を見

ると，市民が参加している組織は２割程度（17

市町村），NGO･NPOが参加している組織は１

割以下（６市町村）にとどまっている。それに

対して，行政職員だけで構成されている推進組

織は７割（56市町村）を占めており，温暖化

対策を推進する体制への市民参加が十分に進ん

でいない状況であることが分かる。

次に，温暖化対策を進めていく中でその取り

組みの進捗状況の点検や評価を，定期的に実施

しているか，それを実施するためにどのような

体制を整備しているか見る。対策の進捗状況の

点検･評価について，定期的に実施してその内

容を公開している市町村は29％（41市町村），

それに，実施しているが公開はしていない市町

村を合わせると，点検･評価を実施している市

町村は全体の４割強（59市町村）になる。温

暖化防止に関する何らかの条例･計画を策定し

ている市町村が８割を超えていることを考える

と，これらの数は多いとは言えない。この結果

と推進体制の整備状況をあわせて見ると，温暖

化対策に関する条例･計画を策定していても，

それを実際に実施･推進し，さらにその進捗状

況を点検･評価するための体制，いわゆる推進･

進行管理体制の整備は十分進んでおらず，条

例･計画を有効に機能させることができていな

い市町村が少なくないことが推察される。

また，点検･評価への参加主体の構成を見る

と，行政職員だけでそれを行っている市町村が

点検･評価を実施している自治体の９割以上

（39市町村）を占めている。それに対して，一

般市民が点検･評価に参加している市町村は１

つのみ，環境審議会が参加している市町村も５

つに限られるなど，市町村の温暖化対策におい

て，市民をはじめとする第３者的立場の参加に

よる点検･評価がほとんど実施されていないこ

とが分かる。温暖化対策への市民参加は，条

例･計画の策定段階ではある程度進められてい

る状況にあるのだが，推進･進行管理を行う段

階やその体制への市民参加は十分でないことが

明らかになる。

（５）温暖化対策の実施状況

次に，市町村において具体的にどのような温

暖化対策が，どの程度実施されているか見る。

本調査では，行政の事業範囲内を対象にした事
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業者としての取り組みと，地域全体の，市民や

事業者も対象とした自治体の政策としての取り

組みに分けて聞いている。

行政内での取り組みを見てみると，庁内での

省エネ･省資源活動，グリーン購入などは多く

の市町村で実施されていることが分かる（図５

参照）。また ISO14001取得，行政関連施設への

自然エネルギー導入などを実施している市町村

も２割を超えている。1998年当時，省エネ，

グリーン購入，自然エネルギー導入を実施して

いる市町村がそれぞれ58％，22％，10％であ

ったことから，ここ数年で行政内における温暖

化対策が進捗してきたことがうかがえる。これ

については，国の地球温暖化対策推進法で，地

方自治体に対して温暖化防止実行計画の策定と

ともに，それに基づく対策実施が義務付けられ

ていることも影響していると思われる。ちなみ

に，温暖化防止実行計画を策定済みの市町村に

おけるそれぞれの施策の実施状況を見てみる

と，省エネ･省資源活動が79.4％，ISO14001取

得が20.5％，グリーン購入が68.7％，自然エネ

ルギー導入が28.1％と，全体と比べて概ね取り

組みが進んでいることが分かる。先述したよう

に，行政事業範囲内での温室効果ガス等排出量

の動向が，把握している市町村の中では，それ

が減少，あるいは増加傾向を抑制させている市

町村の方が多くなっていることから，こういっ

た行政内での対策が一定の成果を挙げつつある

と捉えることができる。

一方，自治体の政策としての取り組みを見る

と，ごみ削減･分別を除いて，いずれの分野に

ついても何らかの施策を実施している市町村は

多くないことが分かる（図６参照）。また，実

施されている施策の具体的内容を見ると，

ISO14001認証取得支援，自然エネルギー普及

推進･支援，ごみ削減･分別などにおいては財政

的な支援制度を実施している市町村がいくつか

あるが，全体から見るとその数はわずかである。

規制的手法，経済的･誘導的手法，基盤整備な

ど，温室効果ガスの排出量の削減を見込むこと

ができたり，市民等による取り組みを促進する

ような施策や仕組みの導入は進んでいないこと

が分かる（表２参照）。この背景については，

これまで繰り返し指摘した，温暖化防止地域推
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図５．事業者としての温暖化対策実施状況

（有効回答数…140）
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表２．自治体の政策としての温暖化対策の主な具体的内容

A．市民や民間団体等の活動支援

財政的な支援制度 市民活動の広報等
温暖化防止活動推進員･ 講演会，セミナー，

協力員の活動支援･協力 イベント等の開催

4 3 3 4

B．環境教育活動

セミナー，学習会 学校での環境教育 学校，NGO等の
広報･啓発等

副読本，資料等の

等の開催 の推進 環境教育活動支援 作成，配布

20 13 3 5 1

C．ISO14001取得支援　　　　　　　　　　D．自然エネルギー普及推進･支援

財政的な支援
広報，啓発，セミナ 太陽光発電等の設置

広報，啓発等
第3セクターによる

ー，講演会等の開催 に対する補助制度 導入

9 3 8 4 1

E．ごみ削減や分別

集団回収，コン
ごみ削減推進員

ごみ削減に関す

ポスト購入等へ ごみ回収有料化
による活動

広報，啓発等 る条例・計画等 そ　の　他

の財政的支援制度 の策定

21 2 3 16 7 3

F．環境保全型交通体系の整備推進

低公害車導入 条例･計画策定，
広報･啓発，ノー

TDM推進 公共交通支援
支援

駐輪場整備
推進組織設置

マイカーデーの

実施

3 2 1 1 2 3

（各分野の施策について，実施している具体的取り組みについて記述のあった回答をもとに，その内容を施策の

タイプ別に分類，集計した。表中の数値は施策の数である。）

図６．自治体の政策としての温暖化対策実施状況

（有効回答数…140）
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進計画などの，地域全体の温暖化対策の枠組み

の整備が進んでいないことがまず考えられる

が，さらに詳しくはその他の要因も加えて次章

で考察することにする。

また，これらの温暖化対策を実際に実施する

段階において，自治体内の市民，NGO，事業

者等の参加や協力（市民参加，パートナーシッ

プ）をどの程度得ているか聞いたところ，今回

の調査では，21％（29市町村）の市町村が得

ていると回答している。1999年の調査では，

それを得ている市町村は９％にとどまっていた

ので，少しずつではあるが温暖化対策実施段階

における市民参加，パートナーシップは進んで

いると捉えることができる。しかし，同時期の

温暖化対策関連の条例･計画を持つ市町村数の

伸びなどと比較すると，物足りない感が拭えな

い。この結果については，市町村の温暖化対策

の推進･進行管理体制への市民参加が進んでい

ないという結果と関連があると考えられる。

（６）温暖化対策を進める上での問題･課題

市町村で温暖化対策を進めていく上で，担当

者が現在直面している問題･課題を聞いたとこ

ろ，表３のような問題･課題が挙げられた。多

いのは，「行政内でのコンセンサス（合意），意

識形成の必要性」，「人員，体制の充実の必要性」，

「財源確保」などの行政内での問題・課題や，

「市民意識の変革の必要性」，「協力･パートナー

シップ関係構築の必要性」といった市民やそれ

との関係に関する問題・課題，実際の対策にお

ける「実効性ある対策の導入の難しさ」などと

いった問題・課題である。その他にも，「小規

模自治体で何ができるか」，「国，都道府県，基

礎自治体の役割の見直し」，「広域的な協力の必

要性」など，温暖化対策に取り組むにあたって

の現在の行政の枠組みや役割自体に疑問を呈す

る声も挙がっている。これらの背景についても

次章で詳しく考察することにする。

３．考　　察

（１）市町村における温暖化対策の現状

市町村における温暖化対策の現状についてま

とめたい。まず目立ったのは，温暖化対策に関

する条例･計画，特に環境基本計画，温暖化防

止実行計画などを策定した市町村がここ数年で

大きく増加していることである。それに伴い，

温室効果ガス等の排出削減目標を持つようにな

った市町村も増加している。そして現在も，各

地の市町村において温暖化対策に関する条例･

計画の策定が盛んに進められている状況にあ

る。これらから，市町村における温暖化対策で
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表３．温暖化対策における問題･課題の具体的内容

行政内のコンセンサス， 環境担当部署 担当の人員不足， 情報･ノウハウ 実効的対策
財源不足

意識形成の必要性 の組織強化 体制が不十分 不足 導入の難しさ

17 2 11 3 9 14

庁内でのエネ
広域的な協力

国，都道府県，市町
市民意識の低さ，

市民との協力，パ 自治体で何

ルギー使用量
の必要性

村の役割の見直しの
変革の必要性

ートナーシップ関 ができるか

の増加 必要性 係の構築の必要性 分からない

5 1 1 15 7 6

（自由記述の回答をタイプ別に分類，集計した。表中の数値は回答のあった市町村の数である。）



は，特に行政内での対策を中心に，それに取り

組むための枠組みづくりが一定程度進められて

いる状況にあると捉えられる。この背景には，

前章でも述べたように，近年の温暖化問題をは

じめとする地球環境問題への社会の関心の高ま

りが大きく影響していると考えられる。

しかしそれに対して，そういった枠組みをも

とに温暖化対策を実際に推進していくための推

進･進行管理体制の整備は十分進んでいない。

さらに，具体的な温暖化対策の実施については，

行政内での取り組みは数年前から比べて一定の

前進を見せている一方で，地域全体を対象にし

た自治体の政策としての取り組みについては施

策の導入自体がそれほど進んでおらず，また導

入されている施策の内容も，温室効果ガス等の

排出削減を見込めたり，あるいは市民等による

取り組みを促進させる施策などといった，実効

性のある施策が導入されている例は少ない。こ

れらからは，市町村での温暖化対策の現状とし

て，温暖化対策への取り組みを行うようになっ

た市町村はここ２，３年で急速に増えているが，

多くの市町村では，その取り組みが温暖化対策

の枠組みづくりと行政事業範囲内での対策にと

どまっており，地域全体での取り組み，特に温

室効果ガス等の削減が見込めるような実効性あ

る施策を積極的に導入するという段階に至って

いる市町村は少ない，という状況にあることが

明らかになる。

また，温暖化対策への市民参加という視点か

らその現状について見ると，条例･計画の策定

段階における市民参加は，環境基本計画，ロー

カルアジェンダ21，省エネルギービジョンな

どを中心にある程度進められている一方で，実

際に温暖化対策を推進していくための推進･進

行管理体制や施策の実施段階における市民参加

は十分進んでいないことが明らかになった。こ

れらからは，条例･計画策定など，温暖化対策

の枠組みづくりの段階での市民参加は市町村レ

ベルにおいてある程度一般化してきているのに

対して，対策の実施段階における市民参加はま

だ一般的なものになっていない，という状況に

あることが明らかになる。

（２）市町村が抱える問題点

次に，以上のような現状，さらに市町村の対

策担当者から挙げられた問題･課題を踏まえな

がら，温暖化対策を進める上で市町村が抱えて

いる問題点を明らかにしたい。対策の現場にい

る市町村の担当者からは，前章でも述べたよう

に，主に，全庁的な合意形成，体制強化，財源

確保の必要性といった行政内部での問題・課

題，温暖化対策における参加，パートナーシッ

プ関係構築の必要性といった市民との関係に関

する問題・課題，さらに具体的な対策実施の難

しさに関する問題・課題などが挙げられてい

る。これらの問題･課題は，前節で明らかにし

た，市町村における温暖化対策の現状と相通ず

る面が多い。それらを踏まえると，市町村が温

暖化対策を推進する上で抱えている問題点を，

以下のように整理することができる。

第一には，市町村の行政内において，温暖化

対策を推進するための全庁的な合意形成が得ら

れていないこと，それに伴い，財政や体制，人

員などの対策の基盤整備が十分でないことが挙

げられる。今回の調査では，温暖化対策に取り

組む市町村は確実に増えているものの具体的施

策の実施が進んでないことや，多くの市町村の

対策担当者が「（温暖化対策を実行する上で）

組織的な協力が得られない」，「自治体としての

意見がまとまらない上に，環境に対する意識が
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低い」，「財政的に苦しい」，「他の仕事とかけも

ちなので，（温暖化対策まで）手が回らない」

といった，行政組織内部に関する問題･課題を

抱えていることが明らかになった。温暖化対策

は，市町村の行政内において，自治体を挙げて

全力で取り組むべき政策課題である，という認

識や合意形成が十分に得られていないことがう

かがえる。

実際に，同じ自治体の中で，温暖化対策とし

て自動車交通量の抑制や公共交通充実といった

環境配慮型の交通政策が行われようとしている

一方で，自動車交通を円滑化させることを第一

目的にした，大規模道路や市街地での駐車場の

建設といった自動車中心型の交通政策が相変わ

らず盛んに推進されている，といったような例

は，日本の地域政策ではしばしば見られる。こ

うした矛盾は，温暖化をはじめとする環境問題

のように，分野が多岐にわたる地域政策に関し

て，全庁的な合意形成が特にされないまま，よ

く言われる「行政組織のたて割り」で個別施策

が担当組織ごとに進められていることから起こ

ると考えられる。そして，行政内での温暖化対

策に関する合意形成が得られていないことが，

財政や体制，人員といった，対策を推進する上

で必要な基盤の整備が十分進まないことにもつ

ながっていると推察することができる。

そして第二には，市町村レベルにおいて具体

的にどのような温暖化対策をすべきか，できる

のか明確化していないことが挙げられる。これ

については，自治体の政策としての温暖化対策

において，施策の導入が進んでいないこと，ま

たその中で，実効性が期待できるような施策の

導入が進んでいないことなどから推察すること

ができる。さらには，「市町村レベルにおいて

地球規模の課題にどう取り組むか，具体策が検

討できていない」，「市町村レベルで実施できる

政策の具体的内容や実施例を知りたい」といっ

た，問題･課題に関する対策担当者からの回答

からより具体的に推察することができる。

（３）問題発生の要因

それでは，なぜこのような問題が発生するの

か，その要因について考察したい。まず，行政

内だけではなく自治体の地域全体において，温

暖化対策に関する合意が形成されていないこと

が要因のひとつとして指摘できる。温暖化問題

に関係している主体は，社会の多岐にわたって

存在する。そのため市町村の対策においても，

規制的手法，経済的手法などのような施策を導

入すると，それは地域内の多様な主体に影響を

及ぼすことになる。よって地域全体レベルでの

温暖化対策を積極的に推進していく上では，地

域全体でその方向性，目標，手法などに関して

合意形成を図ることが重要であり，そのために

は，自治体の温暖化対策への多様な主体の参加

を確保する，市民参加を図ることが不可欠であ

る。例えば海外の事例であるが，スウェーデン

のマルメ市では，積極的な温暖化対策の結果，

1999年時点で二酸化炭素の排出量を1990年比

で13％削減することに成功している。その背

景には，地域内の市民，NGO，事業者など幅

広い主体の参加のもと，同市における温暖化対

策をはじめとした持続可能な地域づくりについ

て，長い時間をかけて議論，取り組みを行って

きたことが大きく影響している（平岡，2003）。

交通分野でも，環境配慮型の交通体系を実現し

ている海外の自治体では，地域全体での徹底的

な議論，合意形成を経た結果，自動車優先型の

交通体系から環境配慮型の交通体系へ転換する

ことを選択した，という例が多く見られる９）。
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日本の市町村レベルにおいても，滋賀県野洲

町，愛東町での自然エネルギー普及や東京都北

区でのごみ対策など，市民参加型の取り組みと

して注目を受けるような事例が個別分野での対

策を中心に少しずつではあるが見られるように

なっている（気候ネットワーク，2001）。そし

て，温暖化を防止するためには市民意識の変革

や協力を得ることが重要であり，そのために温

暖化対策への市民参加を図ることが不可欠であ

る，という認識が市町村レベルで広まっている

ことは今回の調査結果を見ると明らかである。

しかしながら，実際の温暖化対策での市民参加

は，条例や計画の策定段階においては一定進め

られているものの，それをもとに対策を実施す

る段階においては不十分な状況に全体としては

あることが明らかになった。よって，日本の多

くの市町村においては，温暖化対策に関して地

域全体での合意が形成される段階にまでは至っ

ていないと捉えることができる。このことが，

行政内での合意形成や基盤整備が進まない，さ

らに地域全体レベルでの具体的対策の実施が進

まない，主な要因になっていると考えることが

できる。

また，財政不足，限定された権限など，温暖

化対策だけに限らず全体的な課題として地方分

権の議論などでしばしば指摘されている，地方

自治体が抱える諸問題も10），要因のひとつとし

て指摘できるだろう。

さらに，国の温暖化対策における地方自治体

の役割や責任の位置づけが明確化していない，

という問題点も重要な要因として指摘できる。

現在の国の地球温暖化対策推進法において，地

方自治体の役割や責任といった位置づけに関す

る記述は，義務規定として「地方公共団体の事

務及び事業に関する実行計画の策定」（第４章

第21条），努力規定として「その区域の地域性

に応じた，温暖化防止のための総合的かつ計画

的な施策の策定と実施」（同第20条），という

２点のみである。その他に，地方自治体に関連

してくるものとして，「地球温暖化防止活動推

進員」，「都道府県地球温暖化防止活動推進セン

ター」，「地球温暖化対策地域協議会」11）などの

記述があるが，本来，地方自治体が具体的に温

暖化対策を進めていく上で明らかにされておく

べき，対策における具体的な地方自治体の役割

や責任，地方自治体と国の関係，役割分担など

といったことに関しては，現状の枠組みの中で

は十分明らかにされていない。よって，現在の

温暖化対策における地方自治体の位置づけは限

定的でかつ不明確な状態にあると言える。これ

らも，前節で指摘したような問題が発生してい

る大きな要因になっていると考えることができ

る。

以上のような要因以外に，都道府県と市町村

との関係などについても，問題発生の要因を考

える上で考察しておく必要があるが，そのため

には都道府県の温暖化対策の現状を踏まえる必

要があるので，次の機会に譲ることとしたい。

（４）今後の課題

最後に，本稿で述べた，市町村における温暖

化対策の現状や問題点，それが発生する要因を

踏まえて，今後市町村での温暖化対策を推進す

る上で取り組みが求められる課題について簡単

ではあるが提示したい。

まず，温暖化対策における地方自治体の役

割･責任などの位置づけの明確化が急がれる。

国の地球温暖化対策推進法において温暖化防止

実行計画の策定が自治体に義務付けられている

ことにより，実際に計画の策定が進み，さらに

地方自治体における温暖化対策の現状と課題（平岡俊一） 99



行政内での対策が一定の進捗を見せている。今

後，そういった温暖化対策の枠組みにおいて自

治体の役割･責任等をより明確に位置づけるこ

とによって，地方自治体レベルでの対策がさら

に進捗する可能性は高い。しかし，本来望まれ

るのは，そういった国による義務化などで地方

自治体の役割･責任を位置づけるのではなく，

自治体が自発的･積極的に温暖化対策を推進し，

それを通じて役割などを自ら明確化させていく

ことである。そのためには，権限や財源を地方

自治体に委譲する地方分権が，温暖化対策の面

から見ても不可欠である。

第二に，行政内での全庁的な合意形成と推進

体制の構築が求められる。温暖化問題が関係す

る分野はその範囲が広い。そのため市町村にお

ける対策も，まちづくり，建築，市民生活，産

業，交通をはじめとする多様な分野での取り組

みが必要である。現在では，温暖化対策は主に

環境担当組織が担当して実施している場合が多

いが，実効性ある温暖化対策を実行していくた

めには，環境担当組織の機能を充実させるだけ

でなく，各分野の担当組織の枠を超えた横断的

な取り組みを可能とする，行政内における全庁

的な合意形成と推進体制の構築を図ることが不

可欠である。

そして最後に，市民参加型温暖化対策の仕組

み構築の必要性を指摘したい。既に述べたが，

今後，日本における温暖化対策を前進させる上

では，各主体間での合意を形成することが重要

であり，そのために市民参加型の温暖化対策の

仕組みを構築することが不可欠である。特に，

条例･計画等の策定時だけでなく，実際の対策

の実施，進行管理段階での市民参加を可能とす

る仕組みの構築が求められる。地域内の市民や

事業者といった主体にとって身近な存在であ

り，それらの声が反映されやすい市町村は，ま

さしくそういった取り組みが実践しやすく，成

果をあげやすい場である。市民参加型の温暖化

対策を実現することが，行政内での全庁的な合

意形成と推進体制の構築，さらに実効的な温暖

化対策の導入など，本研究で挙げた課題の解決

を促す大きな要因になることが考えられる。

おわりに

憲法では，地方自治体の組織及び運営は地方

自治の本旨に基づくとされているが（第92条），

この地方自治の本旨とは，一般的に団体自治と

住民自治からなると理解されている（兼子，

1999）。この内の住民自治とは，地方自治体は

その地域の住民自身の意思と責任，すなわち自

治によって運営されるものであるという意味で

ある。この住民自治の概念を踏まえれば，地方

自治体における温暖化対策は，本来，まず市民

や各種集団等による取り組みが基礎にあり，そ

れら地域の各主体の参加と合意によって自治体

としての対策が形成，実行されるべきものであ

ると理解できる。地方自治体における温暖化対

策を推進していく上では，これまで一般的であ

った行政主導型から，市民主導型の温暖化対策

への転換が求められる。

地方自治体における温暖化対策に関しては，

今後さらに多様な視点や手法による現状把握が

必要である。そして，それらで得られる知見を

もとにした方策の検討についても，多方面で活

発に行うことが求められる。

注

１）2000年度の日本における温室効果ガス排出量の

中で民生部門，運輸部門の割合は，それぞれ
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25.8％（家庭13.5％，業務12.3％），20.6％とな

っている。また，排出量の伸びについては，

1990年と2000年の排出量を比較して，産業部門

が0.9％増であるのに対して，民生（家庭）部門

が20.4％増，民生（業務）部門が22.2％，運輸

部門が20.6％増，となっている（気候ネットワ

ーク編，2002）。

２）例えば環境省は，2002年より，地域内の各主体

が参加したパートナーシップ型の温暖化対策，

その場づくりを推進するために「地球温暖化防

止地域協議会」事業を開始したが，その背景に

は，京都市の「京のアジェンダ21フォーラム」

や豊中市の「とよなか市民環境会議アジェンダ

21」など，地方自治体でのパートナーシップ型

組織による，温暖化対策をはじめとする環境保

全活動が活発化してきたことがある。さらに，

環境省は，1996年より実施していた中小企業を

主な対象とした環境活動評価プログラム「エコ

アクション21」を2003年になって環境マネジメ

ントシステムの認証制度として改変したが，そ

の背景にも，京都市の京のアジェンダ21フォー

ラムの活動から生み出された，中小企業，学校

向けの環境マネジメントシステム「KES・環境

マネジメントシステムスタンダード」が全国に

広がりを見せているのをはじめとして，全国各

地で独自の認証制度が生み出されていることな

どがある。

３）例えば，ドイツでは「再生可能エネルギー法」

（1998年）の導入によって，現在風力発電をはじ

めとする自然エネルギーの導入量が急速な勢い

で増加しているが，同法は，ドイツの一都市で

あるアーヘン市で実施されていた「アーヘンモ

デル」の成功をうけ，それを参考にしてつくり

上げられたものである。詳しくは和田（2003）

を参照。

４）その他には，COP6（温暖化防止ハーグ会議）の

決裂（2000年），アメリカの京都議定書からの離

脱とCOP6再開会合での京都議定書形骸化の危

機回避（2001年）などがあった。詳しくは気候

ネットワーク編（2002）を参照。

５）これまでなされた地方自治体レベルでの温暖化

対策に関する調査･研究としては，気候ネットワ

ークによる調査･研究（和田ら，1998；五十嵐ら，

2000；気候ネットワーク，2001）の他，全国地

球温暖化防止活動推進センター（2002），中口

（2002），全日本自治団体労働組合（2003），北川

（2003a b）などが挙げられる。

６）上記３つのアンケート調査は，質問内容，対象

地域などに若干の違いがあり，それぞれの結果

に関して単純に比較することが困難な部分もあ

ることをお断りしておきたい。

７）COP3開催時，及びそれ以降の温暖化問題に関

する環境NGO等の市民活動については，山村編

（1998），井上（1999），飯田ら（2003）などを参

照。

８）他の条例･計画の推進組織の設置状況は，環境基

本条例14.2％，環境基本計画35％，新エネルギ

ービジョン27.2％，となっている。

９）具体事例としては，ドイツ･フライブルク市やフ

ランス･ストラスブール市での交通政策などが挙

げられる。詳細は気候ネットワーク（2001）を

参照。

10）地方分権に関する議論については，市川（2001），

松下ら（2002）などを参照。

11）地球温暖化防止活動推進員は，地域における温

暖化対策の推進を図ることを目的に都道府県知

事が委嘱することができるものである。都道府

県地球温暖化防止活動推進センターは，地球温

暖化対策に関する普及啓発，情報提供，民間団

体や地球温暖化対策活動推進員の活動支援を行

うことを主な目的とした組織で，都道府県知事

が都道府県内に一つを限って財団･社団･特定非

営利活動法人を指定することができる。地球温

暖化対策協議会は，地方公共団体，都道府県セ

ンター，地球温暖化防止活動推進員，事業者，

市民等の各主体がパートナーシップによって日

常生活に関する温暖化防止について協議するた

めに設置することができる組織である。
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Present Situation and Difficulties of Implementing Global Warming
Prevention in Local Governments, Based on a Survey of Local
Governments in the Kinki Area.

HIRAOKA Shun’ichi＊

Abstract: In Japan, more local governments have begun to promote global warming prevention

in recent years. In order to promote global warming prevention in local areas, it is important to

grasp present situation and difficulties. This paper discusses the present situation and difficul-

ties of global warming prevention based on a survey conducted in the Kinki area. The number of

local governments which have passed relevant acts and plans is rapidly increasing. However,

most of these local governments have difficulties in strengthening their implementation systems

and frameworks, as well as in implementing effective measures. It is assumed that the following

undertakings would overcome the difficulties in promoting global warming prevention. Roles

and responsibilities of local governments should be clarified. Promotion systems should be

strengthened in the administration. All the departments in the local governments should be

accorded based on consensus.  Citizensﾕ participation and involvement should be accelerated

into the planning and implementing process for global warming prevention.

Keywords: global warming prevention, local governments, citizensﾕ participation, consensus
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